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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 2,481 37.4 908 62.6 927 57.6 636 54.0

2026年３月期第１四半期 1,806 21.6 558 188.9 588 161.9 413 152.6

（注）包括利益 2027年３月期第１四半期 592百万円（53.1％） 2026年３月期第１四半期 387百万円（106.3％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 24.72 －

2026年３月期第１四半期 16.67 16.50

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 14,490 10,966 75.7

2026年３月期 14,239 11,403 80.1

（参考）自己資本 2027年３月期第１四半期 10,966百万円 2026年３月期 11,403百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 0.00 － 40.00 40.00

2027年３月期 －

2027年３月期（予想） 0.00 － 42.00 42.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,000 19.4 3,250 11.1 3,350 9.0 2,350 5.7 91.27

１．2027年３月期第１四半期の連結業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（注）当社は、2025年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株に分割いたしました。「１株当たり四半期純利益」及び「潜在株式

調整後１株当たり四半期純利益」につきましては、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

（注１）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

（注２）当社では年次での業績管理を行っておりますので、第２四半期（累計）の連結業績予測の記載を省略しております。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2027年３月期１Ｑ 31,943,000株 2026年３月期 31,943,000株

②  期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 6,196,633株 2026年３月期 6,194,233株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 25,747,560株 2026年３月期１Ｑ 24,785,258株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更：無

新規  －社  、除外  －社

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料８ページ「２.四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2025年10月１日を効力発生日として、普通株式１株を２株に分割いたしました。「期中平均株式数」につきましては、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。

※  添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー：有（任意）

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要

因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１.経

営成績等の概況（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期の経営成績の概況

当社は、基本理念である「Speciality for Customer」のもと、高い専門性を通じて顧客及び社会に貢献するこ

とを大切に事業を推進しております。現在は、世界で最も優れた固定資産管理ソリューションを提供することを目

指し、飽くなき専門性の追求を通じて、持続的な成長と企業価値の向上に取り組んでおります。

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や企業収益の底堅い推移を背景に、緩

やかな回復基調で推移いたしました。一方で、物価上昇や為替相場の変動、地政学的リスクの長期化などにより、

依然として先行き不透明な状況が続いております。

情報サービス産業においては、深刻化する人手不足への対応や生産性向上を目的としたデジタルトランスフォー

メーション（DX）投資が継続しており、生成AIの活用やクラウドサービスへの移行を含むIT投資需要は引き続き堅

調に推移いたしました。また、新リース会計基準への対応を契機としたシステム更新需要も本格化しており、企業

における業務高度化やガバナンス強化に向けた投資意欲は高い水準を維持しております。

このような状況下で当社グループは、主力である固定資産管理およびリース資産管理ソリューションにおいて、

新リース会計基準対応需要の本格化を背景に、既存顧客に対するバージョンアップ対応および新規顧客の獲得を着

実に進めてまいりました。また、戦略的注力分野であるインフラ業界向けソリューションの展開を推進するととも

に、新リース会計基準に対応したSaaSソリューション「ProPlus+」の本格展開を進めてまいりました。これらに加

え、既存顧客における新リース会計基準対応案件の受注も堅調に推移したことで、受注残高は着実に積み上がりま

した。加えて、人財と製品開発への積極的な投資を継続しながらも、販売費及び一般管理費全体の増加を抑制いた

しました。

この結果、当第１四半期連結累計期間においては、売上高2,481百万円(前年同四半期比37.4％増)、営業利益908

百万円(同62.6％増）、経常利益927百万円(同57.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益636百万円(同

54.0％増)となりました。

各セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。前年同期比較につきまして

は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。詳細は、「２．四半期連結財

務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （セグメント情報等）」をご参照ください。

① ソリューション事業

ソリューション事業においては、主力の固定資産管理およびリース資産管理ソリューションにおける既存顧

客の新リース会計基準対応に伴うバージョンアップ対応や、成長戦略と位置付けているインフラ業界向け大型

案件を推進いたしました。また、新リース会計基準対応需要の拡大を見据えた全社的な品質管理の強化および

生産性向上の取り組みにより、要員１人当たりの案件対応能力が向上し、案件受入数が増加いたしました。

これにより売上高が増加するとともに、売上原価も抑制いたしました。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は2,329百万円(前年同四半期比33.2％増)、営業利益は

1,002百万円(同51.4％増)となりました。

② SaaS事業

　　SaaS事業においては、新リース会計基準対応のSaaSソリューション「ProPlus+」の本格展開を進め、新規顧

客の開拓および既存顧客の新リース会計基準対応需要に応えてまいりました。SaaSモデルの特性を活かした効率

的な展開により、顧客獲得は順調に進展し、受注高および受注残高は大きく増加いたしました。一方で、将来の

成長に向けた機能開発やサービス基盤の強化を継続して実施しております。現在は本格展開に伴う先行投資フェ

ーズであるため営業損失を計上しておりますが、売上高の大幅な伸長により、損失幅は前年同四半期から縮小し

ております。

この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は126百万円(前年同四半期比407.6％増)、営業損失は

103百万円(前年同四半期は営業損失114百万円)となりました。

③ その他事業

その他事業においては、主にソフトウエア製品の仕入販売及び運用管理等を行ってまいりました。

当第１四半期連結累計期間における売上高は32百万円(前年同四半期比20.0％減)、営業利益は８百万円(同

17.3％減)となりました。
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（２）当四半期の財政状態の概況

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は11,494百万円となり、前連結会計年度末に比べ235百万円減少

いたしました。これは主に、売掛金及び契約資産が378百万円減少し、現金及び預金が121百万円増加したことによ

るものであります。固定資産は2,996百万円となり、前連結会計年度末に比べ487百万円増加いたしました。これは

主に、投資有価証券が307百万円増加し、ソフトウエアが80百万円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は14,490百万円となり、前連結会計年度末に比べ251百万円増加いたしました。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は3,076百万円となり、前連結会計年度末に比べ686百万円増加い

たしました。これは主に、未払法人税等が227百万円減少し、契約負債が877百万円増加したことによるものであり

ます。契約負債増加の主要因は、SaaSソリューションを含む新リース会計基準対応案件の受注拡大に伴う顧客から

の業務完了前の対価入金の増加によるものであります。固定負債は447百万円となり、前連結会計年度末に比べ１

百万円増加いたしました。

この結果、負債合計は3,524百万円となり、前連結会計年度末に比べ688百万円増加いたしました。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、10,966百万円となり、前連結会計年度末に比べ437百万円

減少いたしました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益636百万円、配当金の支払1,029百万円による

ものであります。この結果、自己資本比率は75.7％(前連結会計年度末は80.1％)となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社では、前連結会計年度末時点で見込んでいる当連結会計年度の売上計上予定の案件を商談の進捗度別に集

計・精査して売上高見込とし、予定している投資や過年度の費用発生の推移等から当連結会計年度の費用を見込む

ことで連結業績予想を作成しております。

当社は、新リース会計基準対応や生産性向上、ガバナンス強化への取り組み等を背景としたシステム投資需要に

応えていくため、前期に引き続き既存顧客に対するバージョンアップ対応、インフラ業界を中心とした新規顧客開

拓に向けた営業活動強化等を行ってまいります。

当第１四半期連結累計期間末の受注残高は6,925百万円(前年同四半期比21.3％増)と増加しており、通期の売上

高は2026年５月15日時点の予想通りに伸長することを見込んでおります。費用面については、当第１四半期累計期

間において抑制に成功しているものの、SaaSソリューション「ProPlus+」の更なる展開に向けた新機能の開発や基

盤構築、DXの推進、優秀な技術者の採用活動等への積極的な投資を行っていく予定であります。このため、2026年

５月15日の「2026年３月期 決算短信」で公表いたしました通期の連結業績予想に変更はありません。

（４）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

当社は、持続的成長のための先行投資を推進し、収益力および資本効率の向上を図るとともに、累進配当を継続

して実施することで、株主の皆様への積極的な利益還元に取り組む方針であります。

なお、2024年11月20日に公表した「中期経営計画（2024年度～2028年度）Be Hybrid 2028」の中で掲げた、2025

年３月期からの５年間の間に創出する利益を原資として約40億円の株主還元を目指す方針に変更はありません。

この配当方針を踏まえ、当期の配当については、１株当たり年間42円を予定しております。

- 3 -

㈱プロシップ(3763)　2027年３月期 第１四半期決算短信(連結)



（単位：千円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,016,103 9,137,498

売掛金及び契約資産 2,268,424 1,889,589

有価証券 182,440 193,256

仕掛品 118,569 160,478

貯蔵品 730 561

その他 144,111 113,177

流動資産合計 11,730,378 11,494,561

固定資産

有形固定資産 72,231 147,711

無形固定資産

ソフトウエア 912,005 992,143

その他 1,067 1,067

無形固定資産合計 913,073 993,210

投資その他の資産

投資有価証券 850,936 1,158,173

その他 673,576 697,802

貸倒引当金 △545 △545

投資その他の資産合計 1,523,967 1,855,431

固定資産合計 2,509,272 2,996,353

資産合計 14,239,651 14,490,914

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2026年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 238,625 278,897

契約負債 959,834 1,837,352

未払法人税等 537,101 309,530

賞与引当金 100,000 89,892

役員賞与引当金 39,450　 12,360

受注損失引当金 7,425 3,648

その他 507,827 545,210

流動負債合計 2,390,264 3,076,892

固定負債

退職給付に係る負債 445,737 447,608

固定負債合計 445,737 447,608

負債合計 2,836,002 3,524,500

純資産の部

株主資本

資本金 1,082,660 1,082,660

資本剰余金 1,359,283 1,359,283

利益剰余金 13,881,191 13,487,606

自己株式 △4,993,949 △4,993,949

株主資本合計 11,329,185 10,935,600

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 74,463 30,813

その他の包括利益累計額合計 74,463 30,813

純資産合計 11,403,649 10,966,414

負債純資産合計 14,239,651 14,490,914
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年６月30日)

売上高 1,806,470 2,481,319

売上原価 771,655 1,045,447

売上総利益 1,034,814 1,435,872

販売費及び一般管理費 475,950 527,179

営業利益 558,864 908,692

営業外収益

受取利息 11,974 16,135

受取配当金 407 851

為替差益 － 98

有価証券償還益 15,766 －

その他 1,282 1,372

営業外収益合計 29,431 18,458

営業外費用

為替差損 57 －

営業外費用合計 57 －

経常利益 588,238 927,150

特別利益

新株予約権戻入益 3,809 －

特別利益合計 3,809 －

税金等調整前四半期純利益 592,047 927,150

法人税等 178,782 290,785

四半期純利益 413,264 636,365

親会社株主に帰属する四半期純利益 413,264 636,365

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年６月30日)

四半期純利益 413,264 636,365

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △26,167 △43,649

その他の包括利益合計 △26,167 △43,649

四半期包括利益 387,097 592,715

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 387,097 592,715

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に関する注記）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。
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（単位：千円）

報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書計上額

(注)２ソリューション

事業

SaaS事業 その他事業

売上高

外部顧客への売上高 1,748,513 24,940 33,017 － 1,806,470

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 7,605 △7,605 －

計 1,748,513 24,940 40,622 △7,605 1,806,470

セグメント利益又は損

失(△)
662,613 △114,348 10,068 531 558,864

（単位：千円）

報告セグメント

調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書計上額

(注)２ソリューション

事業

SaaS事業 その他事業

売上高

外部顧客への売上高 2,329,788 126,596 24,934 － 2,481,319

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 7,562 △7,562 －

計 2,329,788 126,596 32,496 △7,562 2,481,319

セグメント利益又は損

失(△)
1,002,908 △103,071 8,323 531 908,692

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2025年４月１日 至2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額531千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2026年４月１日 至2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額531千円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

「パッケージソリューション事業」に含まれていたSaaS事業については、新リース会計基準適用後の

展開を睨んだ戦略的注力事業と考えていることから、当第１四半期連結会計期間より事業セグメントの

区分方法を見直し、報告セグメントを従来の「パッケージソリューション事業」、「その他事業」から

「ソリューション事業」、「SaaS事業」及び「その他事業」に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したもの

を記載しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年６月30日）

減価償却費 42,935千円 96,173千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。
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（重要な後発事象の注記）

（譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分）

当社は、2026年７月10日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分（以下、「本自

己株式処分」という。）を行うことについて決議し、下記のとおり2026年８月３日付で払込手続きが完了しており

ます。

１．処分の概要

（１） 払込期日　2026年８月３日

（２） 処分した株式の種類及び数　普通株式111,400株

（３） 処分価額　１株につき1,810円

（４） 処分総額　201,634,000円

（５） 処分先

当社の取締役（※）５名　6,800株

当社の監査等委員である取締役３名　300株

当社の使用人258名　104,300株

※監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。

２．処分の目的及び理由

2024 年６月 20 日開催の当社第 55 回定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社

外取締役を除く。）及び当社の監査等委員である取締役（以下、総称して、「対象取締役」という。）に対して、

当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）については、株価変動のメリットとリスクを株

主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、また、当社の監査等委員で

ある取締役については、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との

一層の価値共有を進めるため、対象取締役に対し、譲渡制限付株式を交付する株式報酬制度（以下、「本制度」と

いう。）を導入すること並びに本制度に基づき、対象取締役に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給す

る金銭報酬債権の総額を、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）については年額 

36,000 千円以内、当社の監査等委員である取締役については年額 6,000 千円以内として設定すること、対象取締

役に対して各事業年度において割り当てる譲渡制限付株式の総数は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び

社外取締役を除く。）については 20,000 株、当社の監査等委員である取締役については 3,000 株を上限とする

こと及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間を譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役、執行役員及び使用人のいず

れの地位からも退任又は退職する日までの間とすること等につき、ご承認をいただいております。

そのうえで当社取締役会決議及び当社の監査等委員である取締役の協議により、当社第 57 回定時株主総会から 

2027 年６月開催予定の当社第 58 回定時株主総会までの期間に係る譲渡制限付株式報酬として、割当予定先であ

る対象取締役 8 名及び当社の使用人 258 名（以下、総称して「割当対象者」といい、割当対象者のうち対象取締

役については「割当対象者Ⅰ」、当社の使用人については「割当対象者Ⅱ」という。）に対し、金銭報酬債権合計

201,634,000 円を支給し、割当対象者が当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法によって給付することにより、

特定譲渡制限付株式として当社普通株式 111,400 株を割り当てることといたしました。なお、各割当対象者に対

する金銭報酬債権の額は、当社における各割当対象者の貢献度等諸般の事項を総合的に勘案のうえ、決定しており

ます。また、当該金銭報酬債権は、各割当対象者が、当社との間で、大要、以下の内容をその内容に含む譲渡制限

付株式割当契約（以下、「割当契約」という。）を締結すること等を条件として支給いたします。

なお、本制度における譲渡制限付株式は２種類あり、割当対象者Ⅰに割り当てられる「譲渡制限付株式Ⅰ」と割

当対象者Ⅱに割り当てられる「譲渡制限付株式Ⅱ」で構成されます。
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３．割当契約の概要

(1) 譲渡制限期間

下記に定める譲渡制限期間において、割当対象者は、当該割当対象者に割り当てられた譲渡制限付株式Ⅰ（以

下、「本割当株式Ⅰ」という。）又は譲渡制限付株式Ⅱ（以下、「本割当株式Ⅱ」という。）につき、第三者に対

して譲渡、質権の設定、譲渡担保権の設定、生前贈与、遺贈その他一切の処分行為をすることができません（以

下、「譲渡制限」という。）。

① 譲渡制限付株式Ⅰ

2026 年 8 月 3 日から割当対象者Ⅰが当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職

する日までの間（以下、「本譲渡制限期間Ⅰ」という。）

② 譲渡制限付株式Ⅱ

2026 年 8 月 3 日～2031 年 8 月 2 日（以下、「本譲渡制限期間Ⅱ」という。）

(2) 譲渡制限付株式の無償取得

当社は、割当対象者が、本譲渡制限期間Ⅰ又は本譲渡制限期間Ⅱの開始日以降、最初に到来する当社の定時株主

総会の開催日の前日までに当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、

当社取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、本割当株式Ⅰ又は本割当株式Ⅱを、当該退任又は退職の時

点をもって、当然に無償で取得するものといたします。

また、本割当株式Ⅰ又は本割当株式Ⅱのうち、本譲渡制限期間Ⅰ又は本譲渡制限期間Ⅱが満了した時点（以下、

本譲渡制限期間Ⅰが満了した時点を「期間満了時点Ⅰ」といい、本譲渡制限期間Ⅱが満了した時点を「期間満了時

点Ⅱ」という。）において下記(3)の譲渡制限の解除事由の定めに基づき譲渡制限が解除されていないものがある

場合には、期間満了時点Ⅰ又は期間満了時点Ⅱの直後の時点をもって、当社はこれを当然に無償で取得するものと

いたします。

(3) 譲渡制限の解除

当社は、割当対象者が、本譲渡制限期間Ⅰ又は本譲渡制限期間Ⅱの開始日以降、最初に到来する当社の定時株主

総会の開催日まで継続して、当社の取締役、執行役員又は使用人のいずれかの地位にあったことを条件として、期

間満了時点Ⅰ又は期間満了時点Ⅱをもって、当該時点において割当対象者Ⅰ又は割当対象者Ⅱが保有する本割当株

式Ⅰ又は本割当株式Ⅱの全部につき、譲渡制限を解除いたします。

ただし、割当対象者Ⅰが、当社取締役会が正当と認める理由により、本譲渡制限期間Ⅰの開始日以降、最初に到

来する当社の定時株主総会の開催日の前日までに当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又

は退職した場合、また、割当対象者Ⅱが、当社取締役会が正当と認める理由により、本譲渡制限期間Ⅱが満了する

前に当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職した場合には、2026 年７月から割当

対象者が当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職した日を含む月までの月数を 12 

で除した数（ただし、計算の結果１を超える場合には１とする。）に、当該時点において割当対象者が保有する本

割当株式Ⅰ又は本割当株式Ⅱの数を乗じた数（ただし、計算の結果１株未満の端数が生ずる場合には、これを切り

捨てるものとする。）の本割当株式Ⅰ又は本割当株式Ⅱにつき、当該退任又は退職の直後の時点をもって、これに

係る譲渡制限を解除するものといたします。

(4) 株式の管理に関する定め

割当対象者は、ＳＭＢＣ日興証券株式会社に、当社が指定する方法にて、本割当株式Ⅰ及び本割当株式Ⅱについ

て記載又は記録する口座の開設を完了し、譲渡制限が解除されるまでの間、本割当株式Ⅰ及び本割当株式Ⅱを当該

口座に保管・維持するものといたします。
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(5) 組織再編等における取扱い

① 譲渡制限付株式Ⅰ

当社は、本譲渡制限期間Ⅰ中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株

式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会

による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合（当該組織再編等の効力発生日が期間満

了時点Ⅰより前に到来するときに限る。以下、「組織再編等承認時」という。）であって、かつ、当該組織再編等

に伴い割当対象者Ⅰが当社の取締役、執行役員及び使用人のいずれの地位からも退任又は退職することとなる場合

には、当社取締役会決議により、2026 年７月から当該承認の日を含む月までの月数を 12 で除した数（ただし、

計算の結果１を超える場合には１とする。）に、当該承認の日において割当対象者Ⅰが保有する本割当株式Ⅰの数

を乗じた数（ただし、計算の結果１株未満の端数が生ずる場合には、これを切り捨てるものとする。）の本割当株

式Ⅰにつき、当該組織再編等の効力発生日の前営業日の直前時をもって、これに係る譲渡制限を解除するものとい

たします。

また、組織再編等承認時には、当社は当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもって、同日において譲渡制限

が解除されていない本割当株式Ⅰの全部を当然に無償で取得するものといたします。

② 譲渡制限付株式Ⅱ

当社は、本譲渡制限期間Ⅱ中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株

式移転計画その他の組織再編等に関する議案が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会

による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合（当該組織再編等の効力発生日が期間満

了時点Ⅱより前に到来するときに限る。）には、当社取締役会決議により、2026 年７月から当該承認の日を含む

月までの月数を 12 で除した数（ただし、計算の結果１を超える場合には１とする。）に、当該承認の日において

割当対象者Ⅱが保有する本割当株式Ⅱの数を乗じた数（ただし、計算の結果１株未満の端数が生ずる場合には、こ

れを切り捨てるものとする。）の本割当株式Ⅱにつき、当該組織再編等の効力発生日の前営業日の直前時をもっ

て、これに係る譲渡制限を解除するものといたします。

この場合には、当社は当該組織再編等の効力発生日の前営業日をもって、上記の定めに基づき同日において譲渡

制限が解除されていない本割当株式Ⅱの全部を当然に無償で取得するものといたします。

４．払込金額の算定根拠及びその具体的内容

本自己株式処分における処分価額につきましては、恣意性を排除した価格とするため、当社取締役会決議日の直

前営業日（2026 年７月９日）の東京証券取引所における当社普通株式の終値である 1,810 円としております。こ

れは、当社取締役会決議日直前の市場株価であり、合理的かつ特に有利な価額には該当しないものと考えておりま

す。
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品目別

当第1四半期連結累計期間

（自　2026年４月１日

　　至　2026年６月30日）

受注高(千円)
対前年同四半期

増減率(％)
受注残高(千円)

対前年同四半期

増減率(％)

パッケージ 1,895,472 94.6 3,390,875 18.0

保守 534,090 △4.9 2,888,100 5.8

SaaS 355,945 2,673.7 577,530 1,263.9

その他 31,353 △22.3 68,550 11.7

合計 2,816,861 77.3 6,925,057 21.3

品目別

当連結会計年度

（自　2026年４月１日

　　至　2026年６月30日）

売上高(千円)
対前年同四半期

増減率(％)

パッケージ 1,657,229 40.4

保守 664,308 18.6

SaaS 126,596 407.6

その他 33,185 △18.2

合計 2,481,319 37.4

３．補足情報

受注及び販売の状況

①受注実績

当第１四半期連結累計期間の受注状況を品目別に示すと、次のとおりであります。

(注)１．金額は、販売価格によっております。

２．「パッケージ」には、ユーザー固有のカスタマイズを伴わないパッケージライセンスに係る受注も含んでお

ります。

３．「パッケージ」に含まれていたSaaSは、同事業を新リース会計基準適用後の展開を睨んだ戦略的注力事業

　　と考えているため、当第１四半期連結会計期間より従来の品目別の区分を見直し、「パッケージ」、

　　「保守」、「運用管理等」から「パッケージ」、「保守」、「SaaS」及び「その他」を品目別区分として

　　おります。

　　　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを

　　記載しております。

②販売実績

当第１四半期連結累計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

(注)１．パッケージには、ユーザー固有のカスタマイズを伴わないパッケージライセンスに係る売上も含んでおりま

す。

２．「パッケージ」に含まれていたSaaSは、同事業を新リース会計基準適用後の展開を睨んだ戦略的注力事業と

　　考えているため、当第１四半期連結会計期間より従来の品目別の区分を見直し、「パッケージ」、

　　「保守」、「運用管理等」から「パッケージ」、「保守」、「SaaS」及び「その他」を品目別区分として

　　おります。

　　　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを

　　記載しております。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

２０２６年８月１４日

株式会社プロシップ

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大屋　浩孝

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 天野　清彦

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社プロシップの２０２６年４月１日から２０

２７年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２６年４月１日から２０２６年６月３０日ま

で）及び第１四半期連結累計期間（２０２６年４月１日から２０２６年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成され

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適

用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定

める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務

諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条

第２項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該

事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期　

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の

四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）

に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表

に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日ま

でに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸

表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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